




























































要約:

 女性の職場進出が進むとともに、育児休業法や「今後の子育て支援のための施策の基本

的方向について (エンゼルプラン)」に基づく緊急保育対策等 5 ヵ年事業など、子育て支

援策が着実に展開されてきている。 しかし、こうした子育て支援策が働く女性を含む国

民の期待にかなっているものなのか、またこれらの政策は意図した効果を持ちうるのかど

うかについての実証研究は、必ずしも十分行われてきたとは言えない。

　本研究では、厚生省大臣官房政策課より再集計する機会が与えられた「平成 9年結婚と

出産・育児に関する基礎調査」を用いて子育て支援策に対するニーズとその効果について

検討する。本研究では、まず文献研究によって子育て支援策の効果を明らかにする分析視

点を明らかにし、これに基づいて「平成 9 年  結婚と出産・育児に関する基礎調査」(平

成 9 年厚生省大臣官房政策課調査室実施)の再集計を行う。この再集計結果では、ある一

つの子育て支援策が採られた場合に、男女それぞれが「理想子供数を持とうとする」こと

が、子育て支援策の効果として把握されている。

  このような調査の再集計結果によると、女性の職場環境を整えて子育てを支援する施策

に対する期待は、子供を持っていない女性の方が子供を持っている女性よりも高いとくに、

育児休業期間中の賃金保障、育児休業期間の延長、育児休業や子供の病気等で休暇が採り

やすいなど子育てに理解ある職場環境の整備、出産後(育児休業取得後の待遇保障(給与・

ポスト)などの支援策が採られたならば理想子供数を持とうとすると答えた人の割合は、

子供を持たない女性の 3割以上に上っている。

　一方、子どもを持っている女性が期待する子育て支援策は、保育所の充実や子育て環境

の整備など、安心して子育てができる環境をつくりだす支援策と、保育料の軽減税負担の

軽減、児童手当の拡充など金銭的支援策である。保育所の充実(必要な人が必要なときに

便利な場所で保育が受けられる環境)、子育て環境の整備(遊び場の確など)、放課後児童

クラブ(学童保育)や一時的に預かってくれる公的施設の整備、育てを社会的・経済的に評

価する社会の実現などの支援策が採られたならば理想子供数を持とうとすると答えた人の

割合は、子供を持っている女性の約 3割に上っている

　また、子どもを持っている女性の l/4 が、保育料や税負担の軽減または児童手当支額の

増額が行われれば埋想子供数を持とうとすると答えている。

 子育て支援策の効果を把握するに当たって、文献研究によって明らかになった分析点、

就業状況別、子供の有無別の他、正規雇用かパートタイム労働かの別、 3 世代同世帯か

夫婦と子供の世帯かの別などを視点として子育て支援策の効果を調べた結果、育て支援策

を充実させていくためには、就業状況のみならず、就業形態や世帯構造に慮した子育て支

援策の検討が必要であることが示唆された。


